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地方財源としての環境譲与税
一税源移譲の限界と新たな方策の可能性一
浅羽隆史
　　　　　　　　　　　　　【要旨】
　国税から地方税への税源移譲について、分権の新たな柱として期待が高
まっている。しかし、税源移譲によって財政力の高い自治体の歳入が大幅
に増加する一方、財政力の低い自治体では交付税の減額などで歳入の大幅
減が予想される。その結果、格差の拡大や一部自治体における最低限の行
政サービス提供への支障も考えられる。税源移譲に際して、格差を助長す
る現行地方税体系を変更すれば、格差の緩和が可能である。しかし、それ
にも限界がある。そこで、現行の道路特定財源を環境譲与税化し、森林面
積に応じて地方へ譲与する新たな仕組みの導入が考えられる。これにより、
財政力の低い自治体ほど、歳入の増加幅が大きい傾向になる。森林保全に
よるC　O、吸収源の確保と、財源面で一定程度自立した地方自治体運営の
進展が期待できる。税源移譲の際には、環境譲与税との組み合わせが財源
面での地方分権に適当である。
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第1章　税源移譲への期待
（1）税源移譲論の背景
　2000年4月の地方分権一括法の施行によって、機関委任事務の廃止など
権限面での地方分権が進んだ。一方、財源面の地方分権については、法定
外普通税を許可制から同意制に変更、法定外目的税の新設、公債許可制の
協議制度への移行（2006年度から）など、きわめて限定された範囲にとど
まっている（1）。
　従来から、財源面での分権が、活力あり多様化した地域社会の実現に不
可欠という認識は強い。財源面での分権は、大きく二つの流れがある。ひ
とつは、地方自治体にとって使途の自由な財源の拡大である。1980年代後
半に、いわゆる高率補助金などが地域の多様化や自立に障害となっている
との観点から、国庫支出金の見直しが進められた。その際、国庫支出金の
削減分を主に補填したのは、一般財源である地方交付税であった。地方税
については、1986年度に地方たばこ消費税（当時）を引き上げ1200億円分
を確保した程度である。実際、いわゆるバブル景気による地方税収の伸び
にもかかわらず、地方交付税は1985年度から1990年度の間にGDP比で0．3
ポイント、歳入に占める比率で1．4ポイントそれぞれ上昇した。一方、国
庫支出金は、同時期にGDP比で0．9ポイント、歳入に占める比率が4．9ポイ
ントそれぞれ下落した。
　もうひとつの流れが「3割自治」という言葉に代表されるような、歳入
に占める地方税のウェイトを引き上げることである。しかし、地方財政全
体でみた場合、歳入に占める地方税収の比率は、いわゆるバブル期に上昇
（1）　法定外税は、河口湖周辺自治体による遊漁税をはじめ、注目を集める動きが相次
　いでいる。しかし、個別の法定外税は税収規模が小さく、税収に与える影響はごく
　わずかにすぎない。2000年度実績で6税目計238億円（地方税収の0．07％）、地方分
　権一括法施行後でも、2002年4月時点で5税目計56億円分が新設されただけである。
　また、公債の協議制度への移行についても、総務大臣の同意を得ない起債の不利益
　が大きいことや、財政状況などが一定の基準を下回る自治体には許可制が適用され
　ることなどから、実際に同意なしで起債する自治体はわずかと考えられる。
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したものの、2000年度決算をみると、35％と3割台にとどまっている。
　このように2つの流れのうち、使途の自由な財源の確保は比較的実現し
てきたが、地方交付税に大きな歪みをもたらすことになった。地方交付税
特別会計における巨額の借入金や交付税の補助金化現象など、規模膨張な
どに起因するさまざまな問題が露呈し、現行制度の維持さえ困難になって
いる（2）。
　もちろん現在でも、いわゆる地方圏の自治体を中心に、使途の自由な財
源の拡大こそが財源面での地方分権だとの声も残る。一方、地方交付税の
行き詰まりなどを背景に、歳入に占める地方税の比率を高めることが財源
面の分権の柱として適当であるという声が強くなっている。そして、その
具体策として・国税から地方税への税源移譲に期待が高まっている。
（2）現行地方税の問題点
　財源面での分権を推し進めるうえで、現在の地方税の問題は、2点に集
約することができる。ひとつは、そもそも地方財政全体として地方税収の
割合が低いことにある。もうひとつは、自治体間の格差の問題である。地
方税の歳入に占める比率が66％に達する東京都のようなごく一部のいわゆ
る富裕団体が存在する一方、多くの自治体が3割にも充たない水準にある。
都道府県でさえ、地方税が地方交付税より少ない自治体が29道県ある
（2000年度決算）。税源移譲を実施すれば、こうした問題点のうち、地方財
政全体として歳入に占める地方税の比率が上昇することは、容易に想像で
きる。ポイントは、自治体間の格差がどうなるか、各自治体が現行に準じ
る歳入の水準を確保したうえで、地方税の比率を高めることができるかと
いう点である。税源移譲の結果、活力があり多様化した分権型社会の実現
に近づけるかということが重要である。
（2）　地方交付税の実態や問題点については、浅羽（2002）を参照。また、すでに2001年
　度から地方交付税の一部が赤字地方債によって代替されている。
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　そもそも地方自治体は、人口や経済規模など大きな格差がある（図表1）。
都道府県でみて、人口は最多の東京都と最小の鳥取県では19．2倍の差があ
り、変動係数91％と都道府県の偏りも大きい。県内総生産をみると、人口
よりもさらに格差や偏りが大きい。また、地方税も県内総生産並みに格差
や偏りがみられ、最大36．2倍の格差と変動係数121％の偏りがある。
　現在は、こうした地方税の全体としての不足と格差の多くを、地方交付
税によってカバーしている。地方交付税などで財源が均され補填された後
の歳出についてみると、規模の格差は最大13．5倍と人口格差を大きく下回っ
ている。変動係数をみても、85％とやはり人口より低い水準に収まってい
る。しかし、地方交付税は多くの問題を抱え、その維持可能性さえ危ぶま
れているのは、先に述べた通りである。
図表1　都道府県の格差
項　　目 人　　口 県内総生産 地　方　税 歳　　出
平　　均 269万人 10．6兆円 3，316億円 11，341億円
最大／最小倍率 19，2倍 40．7倍 36．2倍 13．5倍
標準偏差 245万人 13．7兆円 4，004億円 9，692億円
変動係数 91．2％ 129．3％ 120．7％ 85．3％
（注）1．地方税・歳出は2000年度、人口は2000年度末、県内総生産は1998年度
　　2．最大／最小倍率とは、各項目について最も高い数値の自治体と最も低い
　　　数値の自治体の規模を比較したもの。図表3・図表4・図表5も同じ
　　3．地方税や歳出には市町村分を含まない
（資料）　国立社会保障・人口問題研究所編『人口統計資料集』厚生統計協会
　　　地方財政調査研究会編『都道府県決算状況調』臼本加除出版
　　　内閣府経済社会総合研究所編『県民経済計算年報』財務省印刷局
第2章　税源移譲の限界
（1）税源移譲シミュレーション
　その現実性を度外視すれば、国税から地方税への移譲により、歳入に占
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める地方税の比率を地方財政全体として大幅に引き上げ、地方交付税や国
庫支出金への依存度を低くすることは可能である。一方、地方自治体間で
の税収の格差を緩和することは、困難が予想される。ただし、たとえ格差
が拡大しても、ほとんどの自治体において現行に近い水準での行政運営が
可能な歳入が確保できれば、間題は比較的小さいかもしれない。
　2000年度決算をベースにして、税源移譲による影響をシミュレーション
してみよう（3）。国の一般会計から地方交付税に充当されている国税5税の
2分の1相当分を、類似の地方税にそのまま移譲したと仮定する（4）。地方
財政全体として、地方税は6．2兆円増加し、歳入に占める比率は35％から
42％まで上昇する。これにより、現在の地方税をめぐる問題のうち、全体
の規模については「3割自治」を脱し、大きく前進することになる。
　税源移譲には大きく2通りの方法がある。第1に、国庫支出金には手を
付けずに国税を地方税に移譲する方法で、この場合には地方交付税総額が
減額される。第2は、国庫支出金の減少分を地方税にする方法で、この場
合、地方交付税総額は変化しない。
　まず、国庫支出金には手を付けずに、国税を地方税に移譲するケースを
（3）税源移譲のシミュレーションは、詳細なものがこれまでにも行なわれている。岡
　本・吉村（2002）には、内閣府（2001）で展開された税源移譲シミュレーションの詳述
　のほか、過去のシミュレーションの例がまとめられている（PP95－96）。なお、岡本・
　吉村（2002）では、国税から7兆円程度の移譲を行なうケースを想定している。しか
　し・こうした大幅な税源移譲を行なっても、普通交付税の不交付団体は、都道府県
　で現行の1が2に、市町村では全体の3％から8％への上昇にとどまるとしている。
　人口10万人以上の市町村の増収効果が大きいのに対して、10万人未満の増収効果は
　小さく、r財政的に自立できない小規模な市町村は依然として相当数存在」（p．88）
　する。そして、「「地方に税源移譲を行えば、地方の抱える財政問題がすべて解決さ
　れるのではないか」との見方は楽観的すぎる」（p。88）としている。
（4）　2002年度当初予算において、地方交付税の財源として一般会計から支出される国
　税5税の一定割合は、所得税己酒税が32％で5．6兆円、法人税が35．8％で4．0兆円、
　消費税は29・5％で9，8兆円、たばこ税25％が0．2兆円である。国税5税のほか、一般
　会計から地方交付税交付金として支出されるものとして、特例加算分など4．3兆円が
　ある。
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みてみよう（5）。この場合、地方交付税総額が30％減少し、歳入に占める比
率は22％から15％に低下する。これにより、2000年度でみると都道府県で
は東京都のみ、市町村では全体の2．3％（74市町村）にすぎなかった普通
交付税の不交付団体が、都道府県では愛知県が加わり、市町村でも6．5％
（209市町村）になる。これにより、地方交付税の問題点のうち、交付税特
別会計の借入金をはじめ、規模膨張に起因するものの解消または縮小が期
待できる。
　問題は、個別の自治体の格差である。税源移譲によって地方税の増加率
は、市町村で9％～33％、都道府県で16％～24％の差がある。しかも、も
ともと財政力の高い自治体ほど大きい傾向があり、税収格差が拡大する傾
向にある。また、地方交付税については、より大きな違いが出る。もとも
と普通交付税の不交付団体の場合、地方交付税総額が減額されても、特別
交付税が削減される程度で、大きな影響はない。とくに東京都は、自治体
（市町村含む）のなかで唯一特別交付税も交付されていないので、交付税
総額減少の影響をまったく受けない。ところが、もともと財政力の低い、
恒常的に普通交付税が交付される自治体では、地方交付税総額の減少は歳
入に大きな影響を与える。
　税源移譲による地方税の増額分と地方交付税の減額分を純計すると、財
政力がきわめて高い自治体がネットで増額となるのに対して、多くの自治
体ではネット減額となる。とくに、財政力の低い自治体ほど減額の幅が大
（5）本文で示した以外のシミュレーションの前提条件は次の通り。
　国税5税：それぞれ50％削減、道府県税と市町村税の比率：2000年度決算の税収比
　率で按分、特別交付税：全自治体で交付税総額と同じ比率で削減、普通交付税の基
　準財政収入額：税収増加分の80％（都道府県、市町村は75％）だけ増加、基準財政
　需要額：普通交付税総額と一致させるように調整されると想定（交付税は標準的な
　財政支出を保障するもので、その「標準」を下げると想定、交付税の実質的配分に
　ついて詳しくは浅羽（2002））、国庫支出金：普通建設事業費を中心に削減、町村：統
　計上地方税の内訳等をすべて把握することが困難なため省略、2000年度実績：地方
　財政調査研究会編『市町村別決算状況調』地方財務協会、地方財政調査研究会編
　『地方財政統計年報』地方財務協会、地方財政調査研究会編『都道府県決算状況調』
　日本加除出版、による。
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きい。都道府県ベースでみると、不交付団体である東京都は税源移譲によ
り歳入全体が7．4％増加し、愛知県も1．5％増加する（図表2）。一方、他の
道府県はすべて減額となる。なかでも、比較的財政力の高い神奈川県はじ
め大都市圏では0～1％程度の減少率にとどまるが、もっとも減少幅が大
きい鳥取県では2．3％減少する。
　市町村では、影響がより深刻である（図表3）。市のなかで、財政力指
数が1を上回る自治体は平均で9．8％の歳入増、好景気では不交付団体に
なる可能性がある0．8～1．0の自治体も平均すると歳入増となる。それに対
して、財政力指数が0．2～0．4の自治体で平均3，6％減、0．2を下回る自治体は
平均5．1％の歳入減となる。都道府県に比べ、市町村は財政の柔軟性に乏
しい。とくに財政力の低い自治体は尚更であり、公共事業の削減や行政の
効率化ではとても追いつかない恐れがある。
　一方、上述の例と同規模の国税を削減して、その分を地方税に移譲し、
代わりに国庫支出金を同額削減する場合、その影響は多少異なる。大きく
異なるのは、地方交付税についてである。このケースでは、地方交付税総
額は変化しない。そのため、現在の地方交付税の問題点について、規模の
膨張に起因するものは改善されない。しかも、国庫支出金を削減し地方税
に移譲する場合に、地方交付税の中心的な財源となっている国税5税（国
税の税収規模で上位3位までを占める）を削減せずに実行することはきわ
めて困難である。そのため、地方交付税の総額は不変でも、国の一般会計
から支出される地方交付税交付金が減少し、地方交付税特別会計でさらに
大規模な借入金が必要となり、問題は拡大するであろう。
　一方、自治体間の格差についても、国税を単純に地方税に移譲するケー
スほど大きくはならないものの、やはり財政力の高い自治体ほど歳入が増
加し、財政力の低い多くの自治体は歳入が減少する（図表3）。
　このように、国税から地方税に税源移譲すると、歳入の格差が拡大する
だけでなく、もともと財政力の高い不交付団体やそれに準じる自治体を除
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き、現行の歳入総額を確保できないと予想される。
　　　　図表2　税源移譲による歳入総額の増減率（都道府県）
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　　　　　～0．2　　　0．2～0．4　　0．4～O，6　　0．6～0．8　　0。8～1，0　　　1．0～　財政力指数
（注）1．財政力指数の段階ごとに加重平均した値
　　2．財政力指数などベースは2000年度実績
　　3．市数は、財政力指数～0．2：5、0．2～0．4：81、0．4～0．6：188、0．6～0．8：
　　　　207、0．8～1．0：142、1．0～：47、である
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（2）税体系の変更の可能性と限界
　シミュレーションの結果から、国税から地方税に税源移譲する場合、格
差の拡大と財政力の低い自治体ほど歳入が減少することがわかった。ただ
し、これは移譲される国税が、そもそも格差や偏向の大きい税目だという
ことも影響している（図表4）。たとえば都道府県でみると、所得税や法
人税が税源移譲されると、現在の道府県税収の格差や偏りを拡大する。消
費税を移譲した場合には、現在よりも格差を若干縮小することが期待でき
るものの・それでも人口の格差等よりもかなり大きい。そもそも、現在の
地方税の体系そのものが、格差を助長させている（図表5）。
　そのため・単純に税源を国税から地方税にシフトするのではなく、地方
税として本来不適当な税目を国税にシフトし、税の中身も格差が生じにく
いものに改正すれば、先の例に比べ格差の縮小が可能である。たとえば個
人住民税について、応益性の観点から、道府県・市町村ともに税率の刻み
をなくし、課税最低限も引き下げる、個人均等割を大幅に増やすといった
ことにより格差の縮小が図られる。ま，た、法人事業税の外形標準課税化や
法人住民税（法人税割）の国税化なども、応益性や負担分任性の確保はも
ちろん、格差の縮小に資するであろう。そもそも、法人所得課税は地方税
に適さないため、他の先進主要国の州・地方自治体ではあまり課税されて
いない（図表6）。とくに単一制国家では、その傾向は顕著である。
　こうしたことから、税源配分の前あるいは同時に地方税の体系の改革に
着手する必要がある。ただし、ここで注意すべきことは、そうしたことを
実行しても、やはりかなりの格差は残るということである。とくに市町村
税では、現在でも固定資産税と個人住民税がその税収の多くを占める。こ
れらは、税制改正により格差の是正がそれほど望めない税目である。しか
も、最大税目である固定資産税は、フローの所得とは無関係にストックに
課す税のため、担税力の点で大幅な増税は困難である。また、都道府県の
税にしても、人口の格差ほど地方税収の格差を小さくすることは困難であ
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る。一方、一人当たり金額でみた行政サービスを地方圏が大都市圏に近づ
けることはできても、規模の経済が働くと予想されることから、一人当た
りコストを大都市圏より低くすることは困難であろう。
図表4　税の格差（都道府県移譲分、2000年度）
移譲対象国税 所得税 法人税 消費税 たばこ税 酒税 （参考） （参考）
配分基準 道府県民税所得割
道府県民税
法人税割 地方消費税 道府県たばこ税 酒販売額 都道府県税収総額 人　口
最大／最小倍率 40．6倍 62．9倍 2生3倍 26，9倍 38．0倍 36，2倍 192倍
変動係数 127．3％ 170．3％ 102．5％ 105．3％ 108．7％ 120．7％ 91．2％
（注）税源移譲の方法については、できるだけ現実的になるように・以下の通りと
　　想定した。法人税：法人の事務所等で分割納付する道府県民税（法人税割）・
　　消費税：小売年間販売額などで清算した後の地方消費税、たばこ税：卸売業
　　者等から小売販売業者への売り渡し等が課税客体である道府県たばこ税・酒
　　税：蔵出税のため国税庁による販売数量（沖縄県分はr商業統計』により補
　　足）
（資料）地方財政調査研究会編『市町村別決算状況調』地方財務協会
　　地方財政調査研究会編r地方財政統計年報』地方財務協会
　　国税庁編『国税庁統計年報書』財務省印刷局
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図表5　地方税の内訳と格差（2000年度）
税目 構成比（％） 最大／最小倍率（倍） 変動係数（％）
事業税（法人分） 25．1 74．3 175．1
地　方　消　費　税 16．2 24．3 102．5
道府県民税（所得割） 15．3 40．2 126．8
????
自　　動　　車　　税 11．3 15．9 83．5
道府県民税（利子割） 8．3 55．9 111．2
そ　　　の　　　他 23．8 27．3 106．6
????固　定　資　産　税 45．3 4，094．3 231．3市町村民税（所得税） 29．7 2，140．2 208．7
市町村民税（法人税割） 8．9 5，040．0 30L6
そ　　　の　　　他 16．1 2，454．1 279．8
（人　　口） 一 （559．9） （1734）
（注）1．市町村と人口の最大／最小倍率と変動係数は市のみのもの。町村は含ま
　　　　　ない
　　　2．地方消費税は清算後のもの
（資料）地方財政調査研究会編『市町村別決算状況調』地方財務協会
　　　地方財政調査研究会編r地方財政統計年報』地方財務協会
図表6　州・地方税の課税対象別内訳（1999年度）
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????????????53
懸　　8???39
??譲
鼎
?『??
薦
00τ
O
???
???????、????
?????????、?? ????? 。、 、?? ?? ??
33
％）100
　　　90
　　　80
　　　70
　　　60
50
40
30
20
100
日本フランスイギリスドイツアメリカ
（資料）OECD（2001）Rθv、θnαθ5酸船龍s
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（3）地方圏自治体の増収策の限界と新たな発想
　分権時代の地方財源として、税源移譲や税体系の変更とは関係なく、各
自治体の力で税収を増加させることにもふれる必要があるだろう。たとえ
税源移譲によって格差が生じたとしても、独自に財源が確保できるのであ
れば問題は小さくなる。
　地方自治体が財源を増やす方法としては、まず新税の創設と税率の引き
上げがある。ただしこのうち新税の創設については、税収面で多くを期待
できないと本稿冒頭に述べたとおりである。
　現行制度のもとでも、税率を引き上げられる税目は大きいが、実際に標
準税率より高い税率を課す例は少ない。とくに、個人所得課税では皆無で
ある。そのため、財源確保の手段として、超過課税をもう少し活用しても
よいはずである。しかし、超過課税を行なっても、もともと税収の少ない
自治体にとって、増収による歳入全体に与える影響はかなり限定される。
一方、大都市圏自治体のように、そもそも税収が多いところでは、超過課
税による増収はかなり大きいであろう。その点からも、超過課税について
も結局は格差解消の切り札とはならないであろう。
　新税の導入や税率引き上げに頼らず、各自治体が地方税を増加するには、
人口を増加することが基本となる。これには、企業の増加によるものも含
めて考えるべきであろう。個人及び法人が増加すれば所得課税は伸び、経
済的発展による地価の上昇なども加わり固定資産税が伸びる。
　都道府県について、地方税収を従属変数に、人口と県内総生産を独立変
数として回帰分析をしてみる。結果は、次の通りである。
　　Zη（Ta）＝一1．425十〇．888加（P）十〇．110加（Y）
　　　　　　　（0．094）（0．072）　（0．081）
　　Ta：都道府県税収、P：人口、Y：県内総生産、R2＝0．992
　　カッコ内は標準誤差
ここから、人口と県内総生産によって都道府県の税収の多寡はほとんど説
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明できる。とくに、人口の増減の影響が強いことがわかる。
　次に、市町村についてみてみよう。市町村については、統計の制約から
人口のみを独立変数として分析する。結果は、次の通りである。
　　1η（Tb）＝1．491十1。121加（P）
　　　　　（0．022）（0．005）
　　Tb：市町村税収、P：人口、R2＝0．932、カッコ内は標準誤差
この結果から、市町村についても、人口が市町村税収に決定的な役割を果
たしていることがわかる。しかも、人口が増減した場合に、市町村税収が
それよりも大きな比率で増減することがわかる。
　このように、いかに人を呼ぶかが地方税の確保に重要となっている。ま
た、地方交付税の基準財政需要額の算定についても、測定単位のなかで人
口が最大の要因のひとつとなっている。しかし、地方圏の自治体にとって、
人口を増やすことは容易ではなく、減少を抑えるので精一杯の地域も多い。
もちろん例外も多くあるが、地方圏の自治体では、人口増加あるいは減少
抑制策として、公共事業を中心とした地域開発に望みを託す例が多い。と
くにもともと財源の乏しい地方圏の自治体にとって、地方交付税で地方債
の元利償還措置のある特定の公共事業（単独事業）を行なうか、国庫支出
金がつく公共事業（補助事業）を実施する以外に、雇用確保や過疎対策等
に有効な手立ては少ない。しかし、多くの自治体が同様の公共事業を行な
うことから、一種の合成の誤謬が生じ、結果として地方税収の増加に成功
している自治体は多くない。そうなると、原子力発電所などを誘致する以
外、財源面で効果的な方策は少ないのが現状である。
　地方分権によるメリットは、多様な価値観や文化、気候風土などにもと
づく多様な自治体運営が生まれ、国全体として暮らしやすさや活力を生む
ものでなければならない。しかし、現行の制度では、いかに人を呼ぶか、
企業を誘致するかといったことを優先せざるをえない。そして、似たよう
な公共事業依存型の地域開発を行なうことによって、パイの奪い合いを繰
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り返し、多様化にも逆行するという悪循環に陥っている地域が多い。
第3章　環境負荷税
（1）環境対策としての税の役割
　分権社会における地方財源確保と多様化した地域づくりを両立させるこ
とは、現行の枠組みではなかなか実現できない。とくに、もともと財政力
の低い地方圏の自治体にとって安定した財源の確保は容易ではない。そこ
で、新たな枠組みとして、環境負荷税を地方の財源に導入することによっ
て、閉塞状態に風穴を開けることが期待される。
　京都議定書（COP3、1997年12月採択）では、二酸化炭素の排出量の
削減が義務付けられた。そのなかには、森林による吸収源も明記され、一
定の条件を満たす植林等については排出削減目標への算入が認められてい
る（6）。いわば、国策として植林や森林の保全が必要とされている。しかし、
国策といっても、実際に植林や下刈、間伐等を行なったり、管理するのは
林野庁だけでなく、地方自治体も主役となる。本章では、地方財源として
どのように位置付けるか検討する前に、環境対策としての税の役割を明確
にする。
　環境対策として税の役割は、二酸化炭素の排出量の削減などを経済的手
段の活用により推し進めることにある。もちろん、税だけで環境対策が万
全になる訳ではなく、他の手法では及ばない部分（多数の排出源への対応
等）を担う手段のひとつである。
　一般的に、環境対策としては、次の5通りの方法が考えられる。第1に、
規制である。たとえば汚染物質の排出基準の設定があげられる。規制の長
所は、削減量を管理しやすい点にある。たとえば自動車の排気ガス規制の
（6〉　日本の二酸化炭素排出削減目標は1990年を基準として6％である。うち、森林等
　による吸収量で最大1300万炭素トン（基準年排出量の約3．9％、削減目標の約65％に
　相当）まで算入することが認められる。
地方財源としての環境譲与税（浅羽）（15）294
ように、対象が明確で一定の基準以下に汚染物質を抑制したい場合などに
有効である。一方、規制は排出源が拡散している場合に機能しづらいこと
や、規制値を超える排出削減のインセンティブをもたないという欠点があ
る。第2に、助成があげられる。これは、企業など排出削減のための費用
を助成するもので、多数の排出源に対応可能というメリットがある。しか
し、汚染者に受益を与えP　P　Pに反する（7）、財源が必要、削減量を管理し
にくいといった間題点がある。第3に、排出権取引がある。これは、有害
物質の排出許容量を企業などに割り当て、その排出総量を管理する方法で
ある。排出権を市場で取引することを前提にすれば、主体ごとの裁量の余
地が大きいという特徴があげられる。しかし、初期割当の合理的基準が存
在しない、市場の創設や監視にコストがかかるという欠点があり、排出源
がそれほど多くなく特定できるような物質に適している。第4に、もっと
も簡単な施策として、自主的取組に任せることがあげられる。汚染物質の
排出削減を国民へ呼び掛けたり、産業内の自主規制に委ねることであり、
社会的合意を得やすくただちに実行可能というメリットがある。一方、あ
くまで自主的取組なので、フリー・ライダー出現の可能性が大きい、削減
量の管理が不可能、実効があがるとは限らないといった問題点がある。
　第5に、税あるいは課徴金である。汚染物質の排出に税や課徴金を課す
ことにより、汚染物質排出のコストを引き上げ、排出量の抑制につなげる
方法である。税や課徴金は、多数の排出源に低コストで機能すること、継
続的なインセンティブが働くこと、結果として税収につながること、P　P
Pに適するといった長所がある．短所としては、コスト増と排出抑制との
（7）PPP（Pollutter　Pays　Principle）とは、汚染者負担原則のこと。この場合の汚染
　者には・生産者だけでなくそれを購入・利用する消費者も含まれる。こうしたPPPの
　考え方は、国際社会においてr環境政策の国際経済的側面に関する指導原則につい
　ての理事会の勧告」（1972年5月26日OECD理事会にて採択）、「環境と開発に関するリ
　オ宣言」（第16原則、1992年6月環境と開発に関する国連会議にて採択）などで認知
　されている・また・日本についても、r公害に関する費用負担の今後のあり方につい
　て」（1986年3月10日中央公害対策審議会費用負担部会）において、公害等の対策の
　基本に位置付けられている。
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関係が必ずしも明確ではなく削減量を管理しにくいこと、課税の方法や国
による取り組みの違いなどから産業間や国際競争上の不利がありえること、
そして社会的合意を得にくいことがあげられる。
（2）環境に関する現行の税制
　さらに、環境対策に資する税についても、大きく3種類に分けることが
できる。第1に、環境負荷の原因に対し、経済的負担を課す炭素税やエネ
ルギー税とよばれるもの。第2に、税負担の軽減により、環境負荷軽減を
誘導するもの。これには、公害防止設備の特別償却制度や税額控除制度、
低公害車への税の優遇などが含まれる。第3に、課税目的は環境と直接の
関係がなくとも、結果として環境負荷軽減に資するものがある。この例と
しては、燃料消費税や自動車保有税などがあげられる。
　現在の日本についてみると、環境負荷の原因に経済的負担を課す税は導
入されていない。今後の具体的な実施予定もなく、・導入の是非を含め広く
議論を進めている状況である。多くの国において導入が進んでいる欧州主
要国と比べ、取り組みが遅れている。税負担の軽減により、環境負荷軽減
を誘導するものについては、公害防止設備・再商品化設備等の特別償却・
税額控除、低燃費車に対する自動車税軽減などが存在する。しかし、税負
担の軽減は、一般論としてPPPに反するという大きな欠点があるうえ、
日本固有の問題もある。それは、課税上の黒字法人が全体の1／3　（バブ
ル期でも1／2）にすぎず、環境対策のインセンティブとなる企業が少な
いということである。
　環境省によると、課税目的は環境と異なるが、結果として環境負荷軽減
に資する税には、石油税、揮発油税、自動車税、自動車重量税、石油ガス
税、地方道路税などがある（8）。日本のガソリンの税負担や自動車関連税の
（8）　税制調査会提出資料による。
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課税水準をみると、ガソリン1リットルあたりの税負担率は53．5％（消費
税を除くと48．8％）、2000CC車の車体課税額（取得・保有）が10．1万円で
ある（9）。これをアメリカと比較すれば、かなり高い水準にあるようにみえ
るが、欧州主要国をみると大差ないか日本が比較的低い水準にあることが
わかる。
（3）現行のガソリン・自動車関連税の問題点
　実際に、地方財源のひとつとして、環境負荷税をどのように設定すべき
か考えるためには、まず現在でも一種の環境負荷税に近いとされているガ
ソリン・自動車関連税が、本当に環境対策に資するものかどうか、詳しく
検討する必要がある。
　諸外国についてガソリン・自動車関連税をみると、多くが使途を問わな
い一般財源である。しかし日本のガソリン・自動車関連税は、その多くが
道路財源となっている（図表7）。道路事業と環境の関係を考えると、環
境負荷の軽減の例として、渋滞の軽減が考えられる。一方、森林を切り拓
く工事や、道路の利便性向上による自動車走行量増加などに伴って、環境
への負荷が大きく増加することも十分考えられる。つまり、必ずしもガソ
リン・自動車関連税が環境負荷軽減に資するとは限らず、逆に増している
可能性を指摘できる。
　こうした道路特定財源は、1953年度に一般財源だった揮発油税を道路特
定財源に変えたことがはじめである。当時は、道路整備が急務であったに
もかかわらず、財源が不足していた。その後、他の税の特定財源化や特定
財源としての新税創設、そして税率の引き上げを実施していった。しかし、
現在では税収があるので道路を延伸しているのではないかと批判されてい
（9〉　ガソリンの税負担については、IEA（2001）珈θr8y誰拓xによる。車体課税額は税
　制調査会提出資料により作成。ガソリンの税負担率はO　E　CD27力国中高い方から
　20番目、車体課税額は日本、イギリス、ドイツ、フランス、アメリカのなかで3番
　目である。
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る。実際、各種長期計画の伸びや予算額をみると、道路は伸びが著しい。
　また、道路特定財源は道路事業と税負担者が一致しているというが、現
在の道路事業の一部は、地方圏で森林を切り開いて道路を延伸している。
つまり、消費、購入、保有する地域と、道路投資の対象地域が大きく乖離
している可能性が強い（10）。
　このように、環境に資するか否かの前に、そもそも道路特定財源がその
存在意義自体を問われている。
図表7　ガソリン・自動車関連税制の概要
税目 区分 課税物件 税収（億円） 使途
揮発油税 国税 揮発油 28，442 全額国道路財源
地方道路税 国税・地方譲与税 揮発油 3，042全額地方道路財源
石油ガス税 国税・地方譲与税 自動車用石油ガス 280 1／2国道路財源1／2地方道路財源
自動車重量税 国税・地方譲与税 乗用車等 11，200 　3／5国道路財源1／4市町村道路財源
自動車取得税 地方税 自動車取得 4，657全額地方道路財源
軽油取引税 地方税 軽油 11，851 全額地方道路財源
自動車税 地方税 自動車保有 18，182 一般財源
軽自動車税 地方税 軽自動車保有 1，355 一般財源
（注）1．この他、直接ガソリンに課せられる訳ではないが、石油に課す税として
　　　　石油税がある（税収4，800億円、使途はエネルギー対策費）
　　　2．自動車重量税の国分について、形式的には一般財源とされているが8割
　　　　相当分（全体の3／5）は道路整備に充てられている
（資料）参議院予算委員会調査室編（2002）『財政関係資料集』財務省印刷局
　　稲垣光隆編（2002）r図説　日本の税制』財経詳報社
（4）当面の環境負荷税のあり方
　次に、環境負荷税のあり方について考えてみよう。まず、欧州諸国のよ
（10）　道路特定財源の受益と負担の関係については、浅羽（2001）pp．130－133を参照．
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うに、いわゆる環境税といわれる炭素税やエネルギー税を導入するのもひ
とつの方法である。その場合、「二重の配当」として、環境負荷削減と税
収増加を得ることが期待できる。しかし、現在の日本の景気状況などを考
えると、増税としての新税の導入は困難が予想される。もちろん、環境対
策としてどうしても必要ということであれば、新税も棄却すべきではない
であろう。
　しかし、新税導入の前に、税を用いた環境対策として税収中立で行なえ
る施策がある。それが、現行の道路特定財源の環境負荷税化である。それ
ぞれの税目について、現行の税収を所与として環境負荷に応じた税率を設
定する。たとえば、自動車燃料については、環境負荷に応じて種類ごとに
異なる税率を設定する。また、自動車保有税や取得税では、排気量や環境
対策の有無などにより税率に格差をつけることになる。ただし、現行の道
路特定財源のすべてが対象となる訳ではない。なぜなら、地球環境対策は
基本的に国としての施策であり、地方税にはなじまないので、国税に限ら
れる。
　また、使途の定めのない一般財源とすることが望ましい。特定財源や目
的税では、道路特定財源のように、財政の自由度を奪う、既得権益化し税
率等が下方硬直的になる、などの問題点がある。
第4章　環境譲与税の仕組みと財源面の効果
（1）地方財源としての環境負荷税
　道路特定財源を環境負荷税化した後、どのような地方財源とすべきであ
ろうか。まず、なぜ地方の財源かということを考えてみよう。前章でみた
ように、地球環境対策という典型的な国策を遂行するための税であり、国
税でなければいけないが、それをなぜ地方自治体の財源とすべきというの
であろうか。ひとつには、地方の財源対策という目的がある。しかし、必
ずしもそれだけが理由ではない。なぜならば、森林の整備や面積の増加を
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担う行政の実施主体は、地方政府である。現在でも、環境対策の大枠作り
等は国の役割だが、実際の運営は地方政府である。例えば、国の林業振興
費の74．6％（2000年度決算）は地方自治体への委託・補助金である（図表
8）。しかもその傾向は、権限の地方分権により強まる見通しである。林
業振興費でみれば、地方自治体への委託・補助金が占める比率は1998年度
の67．5％から2年間で7．1ポイント上昇している。
　現状では、地方自治体が財源面から自然環境を保護するインセンティブ
は小さい。地方圏の自治体は、公共事業拡大に走りがちであることは、先
に指摘したとおりである。そもそも地方自治体の林業費1．2兆円（2000年
度決算）のうち、普通建設事業費（林道建設等）が0・9兆円と74％を占め
ている。
　こうした現状を打破するために、前章で考察した現行の道路特定財源の
環境負荷税化を利用する。そして、森林を保護・育成することにより、一
般財源が譲与されるシステムのグランド・デザインを描くことが本章の目
的のひとつである。
　現状のように人口や雇用、企業誘致、ひいては税収の増加のため、地方
圏の自治体が似たような公共事業を実施するだけが、分権時代の自治体運
営ではないはずである。自然環境の保全・森林の拡大により、人口は増加
しなくても、また過疎化は進んだとしても、例えば介護保険など社会保障
を独自に手厚くすることが可能な財源制度の確立が必要である。もちろん、
これは地方自治体の選択の問題であり、公共事業による地域活性化も選択
肢のひとつである。ポイントは、分権社会にふさわしく、多様化した地域
づくりが能動的に、しかも実質的に自主的な財源により可能となるような
システムの構築である。また、過疎化等により財政力の低い自治体は、現
在では合併対象として強く望まれる対象となっていない。しかし、地方財
源として環境負荷税を導入することにより、逆に合併を望まれる立場にな
ることも期待できる。
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図表8　林業振興費の内訳（2000年度決算）
（単位：億円、％）
事項 支出済歳出額（a）　うち地方への委託金・補助金（b〉 （b／a）
保安林整備管理 8．9 5．8 65．4
森林計画 9．7 8．7 89．6
林業生産流通総合対策 334．5 299．7 89．6
林業普及指導 41．7 41．7 100．0
森林病害虫等防除 27．2 31．8 994
農林漁業信用基金出資及び助成 80．3 0．0 0．0
国際林業協力 7．3 0．0 0．0
林業振興事業指導事務費等 3．9 0．0 0．0
計 513．5 383．0 74．6
（資料）会計検査調査会（2002）『国の予算と決算　平成14年版』会計検査調査会
（2）環境譲与税の仕組み
　環境負荷税を地方の財源として、どのように具体化すべきか考えてみよ
う。
　地方財源とする場合、大きく分けて地方税、地方交付税、国庫支出金、
地方譲与税が考えられる。このうち、国策として国税が選択されるため地
方税は考えられない。また、地方交付税は目的があくまで財政調整にある
うえ、いわゆる富裕団体には森林保全などのインセンティブが働かないと
いう欠点がある。国庫支出金の場合、特定財源であり使途が限定される。
また、国庫支出金はもちろん、地方交付税についても中央政府に一定の裁
量が働くため、なかなか地方独自の財源とはいえない。
　残る地方譲与税は、国税として徴収して客観的基準により地方自治体に
譲与する税である（11）。2000年度決算でみると、地方財政全体で歳入の0．6
（11）　現在、地方譲与税は、地方道路譲与税、石油ガス譲与税、特別とん譲与税、自動
　車重量譲与税、航空機燃料譲与税がある。このうち特別とん譲与税が一般財源であ
　り、地方道路譲与税は、財源調整機能が加味されている。また、地方消費税の導入
　により1997年度に廃止された消費譲与税は、一般財源であった。
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％にすぎない。しかし、環境負荷税を地方の財源とするうえで、多くの長
所がある。まず、一般財源として譲与できる。また、譲与基準は地方交付
税と比べ単純である。さらに、財政力とは関係なく全自治体が譲与の対象
となる一方で、現行の地方道路譲与税のように財政力を譲与基準のなかに
一部組み込むことも可能である。
　具体的な税目としては、揮発油税、自動車重量税（国分、一般財源分を
含む）、そして石油ガス税（国分）のすべてを環境負荷税とし、地方譲与
税とすべきであろう。税収は、合計で3兆6，335億円（2000年度決算）と
なる。環境譲与税の譲与対象は、都道府県と市町村の両方が望ましい。森
林保全や林業普及など、都道府県、市町村それぞれに一定の役割があるう
え、地方財源としての必要性もある。
　譲与基準としては、森林面積と森林増加量で按分配分することが考えら
れる（増加量がマイナスの場合は、減額すべきであろう）。森林面積と増
加量のバランスは、地球環境対策としての吸収源目標をどの程度設定する
かによって変わるであろう。なお、財政力が低く森林面積がゼロの自治体
もあるので、市町村で普通交付税の交付団体に限り総面積の5％分をあら
かじめ森林面積に上乗せし、現行の地方道路譲与税並みの若干の財政調整
機能を含めるべきであろう。
　また、地方交付税の基準財政収入額への算入方法については、1997年度
に廃止された消費譲与税の手法が望ましい。現状の地方譲与税は、収入見
込額の100％が基準財政収入額に算入される。これでは、大多数を占める
普通交付税の交付団体では積極的に森林保全を進めるインセンティブが働
かない。一方、消費譲与税は、収入見込額の80％（都道府県の場合、市町
村は75％）を算入し、地方税と同様の扱いにしていた。環境譲与税につい
ても、森林保全のインセンティブを与え地方財源としても充実させるため、
これに倣うべきである。
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（3）環境譲与税による財源面の効果
　実際、環境譲与税の導入により、各自治体の財政にどのような影響が出
るかシミュレーションしてみよう。ここでは、現実的かつ望ましい姿とし
て、環境譲与税の導入とともに該当税収の半分の国庫支出金が削減される
ケースを想定する（12）。また、森林面積の増加分については、これまで森林
の増加による財源増加というインセンティブ・システムがなかったことか
ら、ここではすべて森林面積のみでの譲与と仮定する。
　まず、新たに環境譲与税が導入されると、森林面積の大きい地方圏の自
治体を中心に譲与される。しかも、原子力発電所などがあるような特殊な
ケースを除けば、森林面積の大きい自治体は、財政力が低い傾向にある。
結果として、環境譲与税は、財政力が低い自治体ほど多く譲与される傾向
にある。市町村でみると、財政力指数0．2未満のきわめて財政力の低い自
治体では、歳入総額の平均21．3％にあたる環境譲与税が譲与される（図表
9）。財政力が高くなるにしたがい、環境譲与税による歳入への影響は小
さくなり、普通交付税の不交付団体やそれに近い水準の財政力を有する自
治体では、環境譲与税が導入されても、歳入の1％未満の影響を受けるに
すぎない。
　この傾向は都道府県でも同様である。財政力の高い東京都はじめ大都市
圏の都府県では、環境譲与税による歳入への影響は1％未満である。一方、
もっとも影響の大きい北海道では、環境譲与税が12％にのぼる。
　地方譲与税の増加分のうち、半分は国庫支出金の削減により財源が手当
てされると想定した。残りは地方財政計画を通じて地方交付税総額の減額
（12）　本文で示した以外のシミュレーションの前提条件は次の通り。
　普通交付税の基準財政収入額：環境譲与税収の80％（都道府県、市町村は75％）だ
　け増加、特別交付税：全自治体で交付税総額と同じ削減率で削減、基準財政需要額：
　普通交付税総額と一致させるように調整されると想定、国庫支出金：普通建設事業
　費を中心に削減・2000年度実績：注5と同じ、森林面積：農林水産省統計情報部編
　r2000年世界農林業センサス結果報告書一林業編（47県分冊）』による。
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につながる。これにより、地方交付税の規模膨張に起因する問題点の緩和
が期待できる。ただし、地方交付税はもちろん、国庫支出金についても、
地方圏の財政力の低い自治体に多い傾向がある。そのため、財政力の低い
自治体において環境譲与税が増加しても、地方交付税や国庫支出金の減額
が相対的に大きければ、第2章でみた国税から地方税への税源移譲のケー
スと同様の結果になる。
　試算の結果、財政力の低い自治体では、環境譲与税の増収効果がはるか
に大きいことがわかった。まず、市町村でみてみよう（図表9）。地方交
付税や国庫支出金の減額を考慮しても、財政力指数0．2未満の自治体平均
で歳入の20．4％増、02～0．4の自治体でも平均8．8％の増加となる。一方、
財政力は高いものの、普通交付税の交付されている自治体で、歳入総額が
減少する自治体が目立つ。最大で、歳入総額が5％減額となる自治体もあ
る。
　都道府県についても、同様の傾向がみられる（13）（図表10）。もともと財
政力の高い大都市圏の自治体では、環境譲与税による増収分に比べ、地方
交付税や国庫支出金の減収の方が多い。一方、北海道をはじめ森林面積の
大きい地方圏の自治体の多くでは、環境譲与税の増収分が大きい。
　このように、地方圏の自治体を中心として、森林面積の大小が財源の多
寡に大きく反映されることがわかるので、森林保全の強いインセンティブ
になることは間違いない。しかも、それは地方交付税のように大都市住民
から批判されるものでもなければ、国庫支出金のように中央政府の裁量に
振り回されるものでもない。森林保全を通じた地球環境対策の対価といえ
るものである。その意味で、地方税のような完全な自主財源とは違うもの
の、実質的に自主財源に近いものと考えることができる。
（13）　沖縄県のように、財政力が低いうえに森林面積が狭い自治体がある。基地の存在
　や森林に不適な土壌などその要因はさまざまである。環境譲与税以外の部分で別途
　財源策を検討する必要があるだろう。
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　　　図表9　環境譲与税導入による歳入総額への影響（市町村）
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　　　～0．8：374、0。8～1．0：189、1．0～：91、である
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図表10　環境譲与税導入による歳入総額への影響（都道府県）
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　海　　　　　　　　　　　　　奈　　　　　　　　　　　　　　　　歌　　　　　　　　　　　　　　　　児
　道森手城田形島城木馬玉葉京川潟山川井梨野阜岡知重賀都阪庫良山取根山島口島川媛知岡賀崎本分崎島縄
（注）1．市町村分は含まない
　　2．財政力指数などベースは2000年度決算
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むすび
　本稿において、税源移譲では、財政力の高い自治体が大幅に増収となる
のに対して、財政力の低い自治体は地方交付税の減額などが大きく、大幅
な減収になることがわかった。一方、環境譲与税の導入をすれば、一部を
除き財政力の低い自治体を中心に財源が豊かになることが検証された。こ
うしたことから、税源移譲と環境譲与税導入を組み合わせれば、財源面で
の地方分権に効果的となる。もちろん、現行の地方税の体系について、格
差を緩和するようなものへの変更もあわせて行なうべきである。こうした
ことを複合的に行なわず、単純に国税を地方税に移譲するような方法では、
国全体として多様性や活力を生むことにはならないであろう。
　もともと、財源面に限らず権限面も含め、地方分権は地域の多様性を生
み、国全体として生活の質を高め活力を生むことが目的のはずである。税
源移譲だけでなく、環境譲与税の導入により、地方自治体が地域づくりに
ついてその目指す方向を広い範囲から選択することができるようにすべき
である。その結果として、地方自治体が能動的な取り組みとして地球環境
対策に一定の役割を果たすことも期待できる。単純に国税を地方税に移譲
するといった方策を避け、そもそも何のために財源面における地方分権を
行なうのか、その目的に本当に合致した方法は何か、視野を広げて検討す
る必要があるだろう。
参考文献
OECD（2001）Eη厩ronmen齪y　Rθ彪ねd　7物xθs∫η　OEO匹）0αmオガ吟α
　　拍sαθs　aηd5な訪θg1θs，OECD（天野明弘監訳（2002）『環境関連税制』
　　有斐閣）
OECD（2000）　7ぬθRoad血ofη　ゆoホα　α1r眉ε刀‘Oo2aηd　7加5ρo婬
　　Po万c∫θs加が1θEン4，0ECD。
地方財源としての環境譲与税（浅羽）（27）282
O　E　CD（1998）r環境税とグリーン税制改革』技術経済研究所
浅羽隆史（2002）「地方交付税の実態・問題点と改革案」『富士総研論集』
　　2002年皿号
浅羽隆史（2001）『手にとるように財政のことがわかる本』かんき出版
地方税務研究会編（2002）『道府県税研修用テキスト』地方財務協会
藤田香（2001）『環境税制改革の研究』ミネルヴァ書房
石弘光編（1993）『環境税一実態と仕組み』東洋経済新報社
石原信雄（2000）r新地方財政調整制度論』ぎょうせい
岩波一寛編（2001）rどうする自治体財政』大月書店
神野直彦（2001）『「希望の島」への改革』NHKブックス
神野直彦（1998）rシステム改革の政治経済学』岩波書店
神野直彦・金子勝（1998）『地方に税源を』東洋経済新報社
諸富徹（2000）『環境税の理論と実際』有斐閣
内閣府（2001）r平成13年度年次経済財政報告』
日本地方財政学会編（1999）『地方分権と財政責任』勤草書房
岡本直樹・吉村恵一（2002）『地方財政改革シミュレーション』ぎょうせい
岡本全勝（2002）『地方財政改革論議』ぎょうせい
臨調・行革審O　B会（1991）『日本を変えた10年』行政管理研究センター
参議院予算委員会調査室（1992）『財政ファイルブック』参議院予算委員会
　　調査室
市町村税務研究会編（2002）『市町村税研修用テキスト』地方財務協会
税制調査会（2000）『わが国税制の現状と課題』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本学法学部専任講師）
